
第６回 学校給食改革本部会議 議事録 

 

令和４年１１月１０日 

議題１ 第４回学校給食あり方検討委員会について（報告） 

議題２ 相模原市立中学校完全給食実施方針について（報告） 

議題３ 学校給食施設整備方針骨子（案）について 

議題４ 事業手法について 

議題５ 給食センターの候補地について 

 

議題１～５を併せて資料に従い説明 

（説明者：学校給食・規模適正化担当部長） 

 

（１）主な意見等 

（市長）相模原市立中学校完全給食実施方針について、平成２７年度にも内

容を改めていると聞いているが、今回はどのような取扱いとする予定か。 

（学校給食課長）今回、教育委員会では、平成２７年度に改めた現行方針を

第２次方針として改めて策定する予定である。 

（財政局長）ＰＦＩ手法における事業費をどのように積算したのか、算定の

前提や算出条件を明記すべきである。 

（学校給食・規模適正化担当部長）資料に追記する。 

（市長）新たな給食センターの候補地の地域説明については、認識違いや齟

齬が生じないよう、市から直接、丁寧にしっかりと説明すべきである。 

（南区長）説明する場について検討する。 

 

（２）結果 

  原案を一部修正し、承認。 

 

以 上 
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１ 第４回 学校給食あり方検討委員会（令和４年１０月３１日）について（報告）

中学校給食の方向性

可能な限り早期実現

持続可能な運営

安全安心

温かい給食

学校給食を活用した
食育の充実

本市にとってふさわしい
給食提供の実施方式

センター方式■ を基本
■ センター方式の導入が困難な学校は、
【自校方式】→【親子方式】の順で検討

新たな給食センター
２か所必要

＜最終答申へ向けた審議内容＞
●全員喫食の環境を活用した食育の方針
●学校現場における給食運営

＜付記事項＞
食育の取組や、実施方式について自校方式及び親子方式

も排除せずに見直しを定期的に行うべき

■ 最低でも
■ 安全安心で温かい給食提供
■ 給食の代替提供
(他の給食施設の更新時のバックアップ)

中学校給食の全員喫食の在り方について（中間答申）
本市にとってふさわしい給食提供の実施方式

概 要

令和４年１１月７日 中間答申書 手交式



２ 相模原市立中学校完全給食実施方針について（報告）

○ 中間答申を踏まえ、「実施方針の改定に向けた中間とりまとめ」を作成

○ 食育などは最終答申を踏まえ、「第２次相模原市立中学校完全給食実施方針」において定める予定

全員喫食の早期実現

持続可能な給食運営

安全安心

温かい給食を提供

学校給食を活用した
食育の充実

■ ３ 給食提供の実施方式

○「センター方式」を基本

○導入困難な場合は、自校方式、親子方式の順で検討

○新たな給食センターを最低でも２か所配置
（高度な衛生管理、適温提供など）

○持続可能な給食運営（生徒数の減少によるセンターの余剰能力を活用）

■ ４ 第２次実施方針の策定に向けて

○最終答申を踏まえ、食育や給食運営等を検討

○給食提供の実施方式を含め、定期的に実施方針を見直すことも検討

市長との連携の下、早期の全員喫食実現に向けて取組を推進

■ 「実施方針の改定に向けた中間とりまとめ」の作成に当たって

実施方針の改定に向けた中間とりまとめ案（骨子）

■ １ 経過

■ ２ 全員喫食の実現に向けた

中学校給食の方向性

全員喫食の早期実現

持続可能な給食運営

安全安心

温かい給食の提供

学校給食を活用した
食育の充実
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教育委員会では、中間答申の内容に即して、実施方針の改定に向けた中間とりまとめを作成予定



◆ 学校給食改革本部（用地・契約 等)

◆ 学校給食あり方
検討委員会
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２ 相模原市立中学校完全給食実施方針について（報告）

実施方針の改定に向けた今後の進め方

◆ 教育委員会

令和５年８月頃

○第２次
実施方針 策定

第２次実施方針

令和５年

◆ 教育委員会

○ 実施方針
中間とりまとめ

○ 学校給食施設整備方針(案)

12月

【所掌事務】

・中学校給食の全員喫食の実施

・給食施設の整備･運営等に係る事業費

・新たな給食施設の必要性･候補地の検討

必要となる手続を経て
具体的な取組を推進

・予定地の決定

・事業手法に応じた契約 など

◆ 学校給食あり方
検討委員会

○ 本市にとって
ふさわしい給食提供
の実施方式

11
月
7
日

中
間
答
申

○ 全員喫食の環境を
活用した食育の方針

食育等は

引続き審議

・学校現場に
おける食育、
給食運営 など

７
月

最
終
答
申

中間とりまとめ

令和４年

11月

（想定）
令和５年３～５月
パブリックコメントを経て策定



３ 学校給食施設整備方針骨子（案）について

■ 給食施設の現状・課題

全員喫食の早期実現

・ 新たな給食センターの整備
・ 配膳室の容量の確保

既存の給食施設の改善

・ 老朽化への対応
・ 安全性の向上（衛生管理面、
耐震性）

持続可能性の向上

・ 児童生徒数の変動への対応
・ 財政負担の軽減
・ 民間活力の活用

■ 目的

○ 学校給食の充実・安定的な提供

・ 学校給食の教育効果の向上
・ 子育て環境の充実

→ 少子化対策としても期待

○教育委員会と連携し、学校給食
施設の整備等を推進

■ 整備方針

・ 安全で安心な施設整備 ・ 持続可能性の向上

区分・目標時期 内 容

短
期

令和８年中 ・新たな給食センターの整備（２か所）
・中学校配膳室の拡充
・相模湖・藤野地区の中学校の対応

早期 ・給食室の耐震性の確保（４校）

中
・
長
期

新たな
給食センター
整備後

・城山センターの機能強化
（津久井センターの廃止）
・小学校給食室のドライシステム化

○ 中学校 ： センター方式を基本

○ 小学校 ： 従前どおり、自校方式を基本（維持）

【新たな給食センター】

・安全安心で温かい給食（衛生管理、適温提供）
・持続可能な運営（他の施設のバックアップ、ＰＦＩの検討など）
・給食施設の更新等を見据えた食数規模

・調理後２時間以内の給食提供を基本として配置
・不確定要素が少なく、用途地域等が適合した用地

・防災機能、食育機能、環境負荷低減等も検討
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５

４ 事業手法について

従来型手法 と ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式）の 概算事業費 比較

初

期

投

資

項 目
事 業 費

備考従来型手法
（Ａ）

ＰＦＩ手法
（Ｂ）

比 較
（Ｂ-Ａ）

センター整備（２か所） ９８億円 ９３億円※ ▲５億円
※PFIに係る経費（ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞﾘｰ費用､SPC設立費用、

割賦利息等：５億円)含む

その他備品等 ５億円 ４億円 ▲１億円

中学校配膳室整備（１６校） ７億円 － 手法に関わらず市施工

用地取得費等 建設地に応じて、別途必要

合 計 １１０億円 １０4億円 ▲６億円

運

営

管

理

項 目
事 業 費

備考従来型手法
（Ａ）

ＰＦＩ手法
（Ｂ）

比 較
（Ｂ-Ａ）

運営管理
（調理・配送・配膳等）

１１億円/年 １０億円/年※ ▲１億円/年
※ＰＦＩに係る経費(ﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞ費用、SPC運営費用等：

0.5億円)含む

修繕・更新 ２億円/年 １.８億円/年 ▲０.２億円/年

栄養士の人件費等
（人件費、扶助費、公会計等）

運営方法、生徒数などによる

【ＰＦＩ手法の事業費算出条件等】※契約期間は、整備・開業準備期間（２年）＋運営期間（１５年）を想定
※従来型手法における事業費を、他市のＰＦＩ手法事例における事業費の削減実績に基づき算定

ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入優先的検討方針に基づき、ＰＦＩ手法の導入可能性について検討

■ この事業費はモデルプランに基づき算定したもので、実際の建設地・インフラの状況により変動する
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５ 給食センターの候補地について

配送対象校

・中央区の中学校 ５校
（⑩、⑫、⑬、⑮、⑱）

・南区の中学校 １２校
（⑲～㉚）

※⑧、⑭は北側の配置に応じて対応

配送時間（想定）

・平均時間 約１７分

・最長時間 約２７分(相陽中)

※検索結果の最短及び最長の中間値

配送車両台数（想定）

・約９台で２往復

※各校の日課等で変動する可能性

配送圏域［南側］最有力候補地における配送検証

対象の１７校は、３０分以内の配送が可能


